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Ⅰ 本文書の目的 

本文書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

法律第１６６号。以下「法」という。）第４３条の３の１１の規定に基づき、発電

用原子炉施設（実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産

業省令第７７号。以下「規則」という。）別表第一に記載されている施設。以下同

じ。）の使用開始前に行う原子力規制委員会（以下「当委員会」という。）による

使用前検査に関する運用方法を規定するものである。 

なお、使用前検査に関する運用方法については、平成２５年７月の新規制基準施

行後の審査実績及び検査実績の積み重ね等により適宜改善を図るものとし、本要領

についても適宜内容の見直しを図るものとする。 

  

Ⅱ 用語の定義 

本要領において用いる用語としては、法令及び発電用原子炉施設の工事計画に係

る手続きガイド（原規技発第１３０６１９２０号（平成２５年６月１９日原子力規

制委員会決定））に基づくほか、以下のとおりとする。 

 

新増設工事 ：発電用原子炉の設置の工事（新設工事）及び発電用原子炉の基

数の増加の工事（増設工事）をいう。 

改造修理工事：発電用原子炉の新増設工事以外の工事をいう。 

 

Ⅲ 使用前検査 

 

１．検査の範囲 

使用前検査は、法第４３条の３の１１第１項の規定において、法第４３条の３の

９第１項若しくは第２項に規定する認可を受けて設置若しくは変更の工事をする発

電用原子炉施設又は法第４３条の３の１０第１項の規定による届出をして設置若し

くは変更の工事をする発電用原子炉施設について行うものとされている。 

具体的には、発電用原子炉施設に係るものについては、規則別表第一の上欄に掲

げる工事の種類に応じてそれぞれ同表の中欄又は下欄に掲げる工事が該当する。 

なお、法第４３条の３の１０第４項に規定する工事計画の変更命令があった場合

においては、対応する変更の届出があり、それ以降変更の必要がなく、法第４３条

の３の１０第２項に規定する期間（同条第５項の規定により延長された場合にあっ

ては当該延長後の期間）を経過した後、使用前検査を実施する。 
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２．検査事項 

法第４３条の３の１１第２項において、検査の合格基準については、検査対象施

設に対して、その工事が認可を受けた又は届出をした工事計画に従って行われたも

のであること及び法第４３条の３の１４の技術上の基準に適合するものとされてい

る。これらを満たしていることを確認するため、法第４３条の３の１１第１項の規

定に基づき規則第１６条に検査事項が規定されているが、工事の実施中に検査をし

なければ検査の合格基準を満たしていることを確認することができない事項もある

ため、工事の工程を踏まえて各工程における検査事項が規定されている。個々の使

用前検査実施要領書(以下｢検査実施要領書｣という。)における標準的な検査項目を

添付－１に例示する。なお、平成２５年７月の新規制基準施行に伴う新たな検査項

目については、今後の実績を踏まえ、必要があると認められる時は所要の改正を行

う。 

 

３．使用前検査の申請 

（１）使用前検査の申請時期 

使用前検査申請書（添付－２に示す様式）には、工事計画（変更）の認可番号

及び認可年月日又は届出年月日を記載することになっていることから、申請は当

該工事計画の認可後又は届出後から申請できることとなる。 

ただし、届出に係る工事計画については、法第４３条の３の１０第２項及び第

３項の規定により工事開始に制限があることから、制限されている期間において

は検査を開始しないこととする。法第４３条の３の１０第３項の規定により制限

の期間を短縮している場合に、原子力規制庁原子力規制部検査グループ専門検査

部門のＰＷＲ・ＢＷＲ担当（(以下「ＰＷＲ・ＢＷＲ担当」という。）は、その期

間を把握するため、当該工事計画文書の写しを使用前検査申請日までに原子力規

制庁原子力規制部審査グループ実用炉審査部門の審査担当から入手することとす

る。 

なお、申請がなされた後に行う検査実施要領書の策定等の事務手続きを踏まえ

て、初回検査予定日の一月前までには検査申請がなされることが望ましい。 

 

（２）使用前検査申請方法 

複数の工事計画に対して、同一の時期、場所及び検査方法等で実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（原子力規制委員会規則第６号（平

成２５年６月２８日）。以下「技術基準」という。）への適合性が確認できる場

合には、これらを統合して使用前検査を行うことができるものとする。なお、使

用前検査申請の単位については、１つの工事計画に対して１つの検査申請を原則
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とする。 

 

（３）使用前検査申請書の記載内容 

①検査を受けようとする工事の期日 

申請書記載事項のうち、検査を受けようとする工事の期日は、期日又は期間を

記載するものとする。検査を受けようとする工事の期日の詳細（検査実施予定

日）が申請時点で特定できない場合には、その概ねの時期又は期間を記載すれ

ば良いものとし、新増設工事を除き検査実施予定時期に余裕がある場合等（概

ね三月以上）には未定としてもよいこととする。 

②保守管理の目標（保全活動管理指標）及び保守管理の実施に関する計画 

使用前検査申請書（発電用原子炉の新増設工事に係るものに限る。）に添付す

ることが求められている書類のうち、規則第１５条第２項第３号（保全活動管

理指標）及び第４号（保守管理の実施に関する計画）（以下これらを総称して

「保全計画」という。）の内容について、ＰＷＲ・ＢＷＲ担当及び原子力規制

庁原子力規制部検査グループ専門検査部門の品質管理担当において、発電用原

子炉施設の使用前検査、施設定期検査及び定期事業者検査に係る実用発電用原

子炉の設置、運転等に関する規則のガイド（原規技発第１３０６１９２３号（平

成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））を参照し、規則への適合性を検

討し、保全計画の妥当性について確認する。 

③申請の変更の内容を説明する書類 

規則第１５条第３項において規定される「第１項の申請書又は前項各号に掲げ

る事項を説明する書類の内容に変更があった場合」については、使用前検査の

実施に影響が生じた場合とし、具体的には以下の場合に手続きが必要なものと

する。 

・申請者の氏名等が変更となる場合 

・工事計画の変更認可申請等により発電用原子炉施設の概要に変更が生じる場合

（検査内容に関わる認可申請等の際の添付書類の記載内容変更を含む。） 

・検査を受けようとする工事の工程、期日（年又は月）及び場所に変更が生じる

場合 

・放射線管理上の措置について、時期又は場所に変更が生じる場合 

④検査工程 

旧原子力安全・保安院に申請された案件における変更の内容を説明する書類の

記載内容については、以下の点に留意すること。 

・「イ項」、「ロ項」、「ハ項」、「ニ項」及び「ホ項」は、それぞれ「第１号」、

「第２号」、「第３号」、「第４号」及び「第５号」と記載が変更されてい
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ること。 

・改正前の法令の条項が、現状の法令の条項に変更されていること。 

 

（４）使用前検査申請に係る手数料納付 

ＰＷＲ・ＢＷＲ担当は、使用前検査申請書の提出を受けた際に、核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和３２年政令第３２４号）第６

５条に規定する手数料に係る納入告知書の発行手続きを行い、発行された納入告知

書は申請者に手交又は送付する。 

 

４．使用前検査に係る検査実施要領書 

（１）当委員会における検査実施要領書の策定 

規則第１５条第１項の申請書の提出を受けた場合には、規則第１９条に基づき

当委員会が実施する検査について、検査実施要領書を策定することとする。同要

領書は、工事計画の内容を確認のうえ、Ⅲ ５．（２）及び（３）に示す内容及

び申請者から入手した情報を踏まえて添付－３に示す標準的な様式を参考にして

策定することとする。その際に、検査範囲及び検査場所に係る固有の情報（系統・

設備・機器の位置及び構造並びに詳細な操作手順及び検査用計器等に係る情報）

が必要となる場合には、当該情報を申請者からの聴取又は文書等により入手する

こととし、当該情報を精査した上で検査実施要領書の策定に活用することとする。 

また、策定した検査実施要領書については、検査に必要な手順及び書類等の告

知のため、検査前までに申請者に写しを提示することとする。 

 

５．使用前検査の実施 

法第６７条の２第１項に規定する当委員会の原子力施設検査官（以下｢検査官｣とい

う。）は、当委員会により定められた検査実施要領書に従い、対象となる発電用原子

炉施設が検査の合格基準を満たしていることを確認する。 

 

（１）検査の体制 

検査は、原則として２名以上の検査官で行う。 

ただし、やむを得ない事情により２名以上の検査官が確保できない場合は、検査

官１名のほか、検査官以外の者１名以上の原子力規制庁職員(環境技官)により、検

査を行うこととする。また、検査の実施が同一箇所のみであり、その内容が定型的

なものである場合又は申請者の検査記録を確認する場合には、１名の検査官で実施

することができることとする。 
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（２）検査の実施時期及び場所等 

規則第１６条に定める工事の工程ごとの検査事項が確認できる時期において、検

査対象となる発電用原子炉施設の設置場所又は製作工場等において検査を行うもの

とする。 

なお、検査官が合格基準への適合性に係る判断を行う際に必要な場合には、ＰＷ

Ｒ・ＢＷＲ担当の首席原子力専門検査官、統括監視指導官又は上席原子力専門検査

官（必要により原子力規制庁原子力規制部検査グループ専門検査部門の検査技術担

当（以下「検査技術担当」という。）を含む）と相談を行うこととする。 

 

（３）検査の範囲及び方法 

使用前検査の合格基準については、「その工事が認可又は届出された工事計画に

従って行われたものであること」及び「法第４３条の３の１４の技術上の基準に適

合していること」とされていることから、原則として検査の範囲は工事計画書に記

載されている事項とする。 

なお、技術基準適合性確認の観点から、検査の内容に応じて工事計画の添付書類

に記載されている事項についても、確認することとする。 

ただし、工事計画に記載されている事項のうち、検査で直接確認することが困難、

又は確認行為を行うことによりプラントに好ましくない影響を及ぼす事項等につい

ては、申請者が実施する検査（代替方法により申請者が技術基準適合性を確認する

検査をいう。）への立会い又は申請者が評価した記録により確認する。 

検査の方法としては、「立会検査」、「抜取立会検査」（一部の立会と記録確認

を併用する検査をいう。以下同じ。）又は「記録確認検査」とし、それぞれの検査

は、添付－１の立会区分を基本として、個々の工事内容及び安全上の重要度等に応

じて定めることとする。 

記録確認は、申請者の品質管理が適切に行われている場合、確認項目について直

接測定等を実施することに代えて、工事計画に記載された品質管理の方法に基づき、

申請者が実施した検査の記録（以下「品質記録」という。）を確認することをもっ

て判定することができることとする。 

具体的な検査の方法は、工事の工程及び検査事項に応じて以下のとおりとする。 

安全機能を有する主要な設備として、工事計画において仕様等が記載された設備

については以下の①及び②の検査を適用し、③及び④については全ての設備に適用

する。 

①規則第１６条の表第１号及び第２号の工事の工程に係る検査事項 

構造、機能又は性能を確認するため、原則、以下のとおり検査を行う。 

ａ．材料検査 
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使用されている材料の化学的成分及び機械的強度が工事計画のとおりであ

ることを品質記録により確認する。 

ｂ．寸法検査 

主要寸法が工事計画のとおりであり、許容寸法内であることを実測又は品質

記録により確認する。 

なお、検査の段階で直接測定できないものにあっては、製作過程での寸法測

定等に基づく品質記録により確認することとする。 

ｃ．外観検査 

有害な欠陥のないことを目視又は品質記録により確認する。 

ｄ．組立て及び据付け状態を確認する検査（据付検査） 

組立て状態並びに据付け位置及び状態が工事計画のとおりであることを目

視又は品質記録により確認する。なお、耐震Ｓクラス機器に適用される地震力

により評価が行われた設備の据付け状態を確認する検査においては、工事計画

のとおり支持構造物及び基礎ボルトが据付けられていることについても確認

することとする。 

ｅ．耐圧検査 

技術基準の規定に基づく検査圧力で所定時間保持し、検査圧力に耐え、異常

のないことを目視又は品質記録により確認する。耐圧検査が構造上困難な部位

については、技術基準の規定に基づく非破壊試験の記録を確認する。なお、技

術基準第２１条第１項第１号ただし書きの適用については、最小限に留めるも

のとする。 

ｆ．漏えい検査 

耐圧検査終了後、技術基準の規定に基づく検査圧力により漏えいの有無を目

視又は品質記録により確認する。なお、漏えい検査が構造上困難な部位につい

ては、技術基準の規定に基づく非破壊試験の記録を確認する。 

ｇ．原子炉格納施設が直接設置される基盤の状態を確認する検査 

地盤の地質状況が、原子炉格納施設の基盤として十分な強度を有することを

確認する。 

②規則第１６条の表第３号、第４号及び第５号の工事の工程に係る検査事項 

機能又は性能を確認するため、以下のとおり検査を行う。ただし、改造修理工

事においては、発電用原子炉に燃料を挿入することができる状態になった時（規

則第１６条の表第３号の工事の工程）と全ての工事が完了した時（規則第１６条

の表第５号の工事の工程）が同じ時期となることが多いため、その場合には併せ

て、全ての工事が完了した時として実施することとする。 

ａ．発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時 
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発電用原子炉に燃料を装入するにあたり、核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施

設に係る機能又は性能を試運転等により確認するほか、発電用原子炉施設の安

全性確保の観点から、工学的安全施設、安全設備等の機能又は性能を当該各系

統の試運転等により確認する。 

また、発電用原子炉に燃料を挿入する前に検査を行わないと確認が困難とな

るＡＢＷＲの原子炉冷却材再循環ポンプ回転速度半減時間測定等を行う。 

ｂ．発電用原子炉の臨界反応操作を開始することができる状態になった時 

発電用原子炉の出力を上げるにあたり、発電用原子炉に燃料を挿入した状態

での確認項目として、燃料の炉内配置及び原子炉の核的特性等を確認する。 

ｃ．工事の計画に係る全ての工事が完了した時 

工事の完了を確認するために、発電用原子炉で発生した蒸気を用いる施設の

試運転等により、当該各系統の機能又は性能の最終的な確認を行う。 

発電用原子炉の出力を上げた状態における確認項目として、プラント全体で

の最終的な試運転により発電用原子炉施設の総合的な性能を確認する。 

また、改造修理工事のうち、構造に係る変更であって、機能又は性能に影響

を与えるものでない工事等、以下に示す内容の工事については、規則第１６条

の表第１号及び第２号の工事の工程に係る検査事項により合格基準への適合

性が確認できるため、当該検査の記録確認をもって工事の完了を確認するため

の検査とする。 

・工事計画の記載内容の変更を伴わない取替工事 

・配管の改造工事において材料だけを変更する工事 

・生体遮蔽装置を追加又は変更する工事及び廃棄物貯蔵庫の設置又は容量を

変更する工事において、遮蔽機能及び貯蔵性能を確認する場合 

③品質管理の方法等に係る検査事項 

使用前検査においては、申請者の工事に係る品質管理の方法等が工事計画に

従ったものとなっているかを確認する必要がある。品質管理の方法等に関する

事項については、工事計画においても審査がなされているため、使用前検査に

おいては、工事計画の審査において確認された事項との重複を避けつつ、申請

者の品質保証体制のもとで工事及び技術基準適合性確認等の検査に係る保安

活動が実施されているか、各施設におけるそれぞれの活動の共通事項（品質保

証の実施に係る組織並びに保安活動の計画、実施、評価及び改善）について記

録により包括的に確認する。 

④ 基本設計方針に係る事項の検査事項 

工事計画の基本設計方針に記載された設備については、申請者が実施する工事

計画及び技術基準への適合性を確認する検査（以下「適合性確認検査」という。）
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が終了していることを確認した上で、上記③の品質管理の方法等に関する検査 

事項の状況を踏まえ、下記の事項について、申請者が実施した検査記録及び工

事管理記録により包括的に確認するとともに、検査記録と現物の状態が一致す

るか否かの観点から現物を抜取りで確認する。 

・保安活動に係る実施要領書の適切性 

・保安活動に係る要員の適切性 

・保安活動に係る計測・測定機器の適切性 

・保安活動に係る調達管理の適切性 

・保安活動に係る内容（工事管理実績）の適切性 

・保安活動の結果判定（検査実績）の適切性 

 

（４）抜取立会検査の適用 

抜取立会検査を適用する場合、検査実施要領書単位で検査項目ごとに１回以上

の立会検査を行うことを原則として、個別の検査実施要領書で適用範囲を定める。 

 

（５）申請者の立会い 

検査の実施にあたっては、原則、当該発電用原子炉施設を設置する者において、

保安規定等により主任技術者の中から検査立会責任者が定められていることを確認

したうえで、保安の確保のため、当該主任技術者に立会いを求めるものとする。な

お、検査立会責任者は、ボイラー・タービン主任技術者、電気主任技術者又は発電

用原子炉主任技術者が、検査事項に応じて基本的に以下の考え方で定められている。 

①ボイラー・タービン主任技術者 

・主として機械設備の構造、機能及び性能に係る事項 

・プラント全体の機能及び性能に係る事項 

②発電用原子炉主任技術者 

・原子炉の核的特性及び原子炉の性能に係る事項 

・放射線物理、化学及び安全機能に係る事項 

・プラント全体の機能及び性能に係る事項 

③電気主任技術者 

・主として電気設備の構造、機能及び性能に係る事項 

・プラント全体の機能及び性能に係る事項 

 

（６）検査実施中の検査実施要領書の不備への対応 

検査実施中に検査実施要領書の不備が確認された場合は、以下の対応をとること

とする。 
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・検査成績書の様式修正等、検査方法及び検査結果に影響を及ぼさない事案につ

いては、検査現場において検査官が検討し、適切な対応をとるものとする。な

お、修正対応結果については、検査報告書等に記載することにより記録を残し

ておくこととする。 

・検査手順の修正等、検査方法及び検査結果に影響を及ぼす事案については、検

査を一時中断し、検査継続等について検査現場で検査官が検討する。なお、必

要に応じて、ＰＷＲ・ＢＷＲ担当の首席原子力専門検査官、統括監視指導官又

は上席原子力専門検査官（必要により検査技術担当を含む。）に相談すること

とする。また、検査を再開する場合には、修正対応結果については、検査報告

書等に記載することにより記録を残しておくこととする。 

 

（７）使用前検査成績書の作成 

検査官は、個別の検査実施要領書に従って、検査を実施する都度、使用前検査成

績書を作成する。なお、検査を複数回に分けて実施する場合には、検査を実施する

都度、検査記録を作成し、全ての検査が終了した時点で、それまでの検査記録をと

りまとめて使用前検査成績書とすることができる。 

検査において判明した不適合事象については、添付－４に示す考え方を踏まえ、使

用前検査成績書に記載する。また、当該検査の結果について、申請者に対し説明した

ことを証するため、使用前検査成績書の所定の欄に申請者の検査立会責任者の署名及

び押印を求めることとする。 

 

（８）使用前検査成績書の提出等  

検査官は、使用前検査を実施し、使用前検査成績書を作成した場合には、添付－

４に示す様式に従って検査報告書を作成し、原子力規制庁原子力規制部検査グルー

プ専門検査部門企画調査官（検査技術担当）まで供覧し、ＰＷＲ・ＢＷＲ担当のプ

ラント担当者に提出する。ＰＷＲ・ＢＷＲ担当のプラント担当者は、提出された当

該文書を保管することとする。 

 

６．使用前検査の終了 

 

（１）使用前検査合格証の交付 

当委員会は、実施した検査結果を受け、規則第１６条に掲げる検査事項について

合格基準を満たすものと判断した場合には、申請のあった使用前検査に合格したも

のとし、規則第２１条の規定に基づき、添付－５に示す様式による使用前検査合格

証を、速やかに申請者に交付することとする。 
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Ⅳ 使用承認等 

法第４３条の３の１１第１項の規定において、発電用原子炉施設は使用前検査に合

格した後でなければ使用してはならないこととされているが、規則第１７条第１号か

ら同条第５号までに例外が規定されている。これらの運用は以下のとおりとする。 

 

１．試験使用承認等 

（１）試験使用の適用 

規則第１７条第１号及び第２号の規定においては、使用前検査に合格する前に、

試験のために使用する場合について規定している。なお、「試験使用」とは、使用

前検査の対象である発電用原子炉施設について、発電用原子炉施設に対する検査（総

合負荷性能検査を含む。）のために行う試験の際に、使用前検査対象の発電用原子

炉施設に対して求められる機能が要求される状態において当該発電用原子炉施設を

使用することをいう。 

なお、具体的な考え方は以下に示す。 

①新増設工事 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設において、設備の使用範囲が建設中

のプラントに係るものであり、最終の使用前検査（規則第１６条の表第５号の

工事の工程に係る使用前検査）に合格するまでの期間に設備を使用する場合。 

②改造修理工事 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設について、規則第１６条の表第５号

の工事の工程に係る使用前検査までの期間において、試験のために使用する場

合。 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設のうち当該プラントの運転に直接関

連する設備について、当該設備の使用前検査終了から合格証交付までの期間に

おいて設備を使用する場合。 

 

（２）原子炉本体の試験使用に係る手続き 

規則第１７条第１号の規定により原子炉本体を試験のために使用するための承認

（試験使用承認）の申請書の提出を受けた場合に、その申請内容について保安の確

保上支障がないと認められる場合には、使用の期間及び方法を記載した添付－６に

示す様式１の承認書を交付することとする。 
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２．一部使用承認 

（１）一部使用の適用 

規則第１７条第３号の規定においては、使用前検査対象の発電用原子炉施設の一

部分について工事が完了した場合に、試験使用とは別に、その完成した部分に求め

られる機能が要求される状態とする場合について規定している。 

具体的な考え方は以下に示す。 

①新増設工事 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設において、使用前検査終了から建設

中プラントの最終の使用前検査（規則第１６条の表第５号の工事の工程に係る

使用前検査）に合格するまでの期間に、共用設備として建設プラント以外に設

備を使用する場合。 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設において、使用前検査合格証を発行

する前に、試験のためではないが設備を使用する場合（例：新燃料を仮保管す

る新燃料仮貯蔵保管庫等の場合）。 

②改造修理工事 

・使用前検査の対象である発電用原子炉施設において、使用前検査が複数の定期

検査にまたがる場合、又は設備が複数のプラントにまたがる場合（共用設備）

であって、工事の一部が完了した場合において、使用前検査合格証を発行する

前に、その部分を使用する場合（プラントの運転に直接関連する設備では、総

合負荷性能検査終了後においてその設備を使用する必要がある場合に限る）。 

 

（２）一部使用承認に係る手続き 

規則第１７条第３号の規定に係る一部の完成した部分を使用するための承認（一

部使用承認）の申請書の提出を受けた場合、その申請内容について確認し、申請部

分を使用しなければならない特別の理由があるものと認められ、かつ、当該発電用

原子炉施設に係る使用前検査の結果が合格基準を満たしていることを確認し、保安

の確保上支障がないと認めた場合には、使用の期間及び方法を記載した添付－６に

示す様式２の承認書を交付することとする。 

 

３．使用前検査の省略指示 

規則第１７条第４号の規定においては、発電用原子炉施設の設置の場所の状況又

は工事の内容により支障がないと認められ、使用前検査を受けないで設備を使用す

ることができる場合について規定している。「設置の場所の状況又は工事の内容に

より支障がない」とは、 

・既設のほかの発電用原子炉施設に影響を与えない設備の撤去の工事 
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・予備品の共用化又は所属替え等、工事計画の手続きのみで設備に対して加工等の変

更を加えない場合（基本設計方針の変更に関する工事は除く。）等が該当する。 

当委員会が、工事計画認可申請を認可又は工事計画届出がなされた際に、設置の場

所の状況又は工事の内容により支障がないと想定され、当該工事をしようとする者に

設置の場所の状況又は工事の内容を確認し、支障がないと認められる場合には、規則

第１７条第４号の規定に基づき、当該工事をしようとする者に対して、当該工事計画

の認可日又は届出の工事開始の制限期間が明ける日以降速やかに、法第４３条の３の

１１第１項に規定する検査を受けないで使用することができる旨の指示を添付－６

に示す様式３により行うこととする。 
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添付－１ 検査項目及び立会区分 

 

１．沸騰水型発電用原子炉（ＢＷＲ） 

（１）規則第１６条の表第１号の工事の工程に係る使用前検査 

【機器、構造物及び支持構造物】 

 

立会区分 

備考 
材料 寸法 

外観､

組立･

据付 

耐圧･ 

漏えい 

容器 

圧力容器 

熱交換器 

開放タンク 

サンプ 

クラス１容器 
原子炉圧力容器（原

子炉容器等） 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査※ 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を記

録確認によっても差

し支えないもの。 

 

※:Ａであっても個数が

多く、かつ、定型化さ

れているもの（同一仕

様であって同一ライン

で製造されたもの）は

抜取立会検査でよいも

のとする。 

また、Ａであっても高

線量等の検査作業条

件により抜取立会検

査とできるものとす

る。 

 

[注] 

①溶接部の技術基準適合

確認が行われている

場合はＡ/Ｂとする。 

②原子炉格納容器本体の

うち鉄筋コンクリー

トに関する検査区分

は添付－1の１.(１)

【建物､構築物】によ

る。 

③同一機器で通常クラス

区分と重大事故クラス

区分が異なる場合、重

要度区分が高い方の立

会区分とする。 

 

クラス２容器/重大

事故等クラス１･２

容器③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス３容器 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラスＭＣ容器 

原子炉格納容器本

体② 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

上記以外のクラス

ＭＣ容器（格納容器

貫通部） 

Ｂ Ｂ 
Ａ 

① 

Ａ 

① 

配管 

クラス１管 すべて Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

クラス２管/重大事

故等クラス１･２管

③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス３管 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス４管 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

ポンプ 

クラス１ポンプ 

冷却材再循環ポン

プ（１次冷却材ポン

プ） 

Ｂ － Ａ Ａ 

クラス２ポンプ/重

大事故等クラス１･

２ポンプ③ 

すべて Ｂ － Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

上記以外のポンプ すべて Ｂ － Ａ/Ｂ － 
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 立会区分 

備考 
材料 寸法 

外観､

組立･

据付 

耐圧･ 

漏えい 

弁 

クラス１弁 すべて Ｂ Ｂ Ａ Ａ 
Ａ:立会検査※ 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ：抜取立会検査 

ただし、その全数を記録

確認によっても差し支

えないもの。 

 
※:Ａであっても個数が多

く、かつ、定型化されて

いるもの（同一仕様であ

って同一ラインで製造さ

れたもの）は抜取立会検

査でよいものとする。 

また、Ａであっても高線

量等の検査作業条件によ

り抜取立会検査とできる

ものとする。 

 
[注] 

③同一機器で通常クラス区

分と重大事故クラス区分

が異なる場合、重要度区

分が高い方の立会区分と

する。 

④主蒸気逃がし安全弁につ

いては表の第３号の工事

の工程に係る使用前検査

として動作検査及び漏え

い検査を実施する。 

 

 
[重要施設の定義] 

重要施設は、次に掲げるも

のをいう。 

（１）その設備の破損が冷

却材喪失事故（ＬＯＣＡ）

を引き起こす可能性のあ

るもの。 

（２）冷却材喪失事故(ＬＯ

ＣＡ)が生じた際の放射

性物質の放散を防ぎ、又

は緩和するために必要な

もの。 

（３）原子炉を停止させ、

又は原子炉を安全停止状

態に維持するために必要

なもの。 

クラス２弁/重

大事故等クラス

１･２弁③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

上記以外の弁 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

支持構造物 

クラス１支持構

造物 
すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

クラス２支持構

造物/重大事故

等クラス１･２

支持構造物③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

クラスＭＣ支持

構造物 
すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ － 

炉心支持構造物 すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

安全弁・ 

逃がし弁 
安全弁等 

クラス１機器用

安全弁等 
Ｂ Ａ Ａ 

－ 

④ 

クラス２機器用

安全弁等/重大

事故等クラス

１･２機器用安

全弁③ 

Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

その他安全弁等 Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

機器又は 

構造物 

重要施設の機器 

圧力容器内部構

造物 
Ｂ Ａ Ａ － 

圧力容器付属構

造物 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

制御棒、制御棒

駆動機構 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

上記以外の機器

又は構造物 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

重要施設以外の

機器 
すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

核燃料物質の取

扱施設及び貯蔵

施設 

燃料取扱装置 Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

使用済燃料貯蔵

プール（ピット） 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

上記以外の設備 Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

放射線モニタ すべて － － Ａ/Ｂ － 

堰その他の設備 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 
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【建物、構築物】 

 立会区分 備考 

 材料 
寸法､外観､ 

組立･据付 
 

原子炉本体 原子炉圧力容器基礎 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査  

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を記録確認

によっても差し支えないも

の。 

 

[注] 

①フレッシュコンクリートの性

状とコンクリート圧縮強度検

査はＡ/Ｂとする。 

 

核燃料物質の取扱

施設及び貯蔵施設 
使用済燃料乾式貯蔵建屋 

Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

放射線管理施設 

生体遮蔽装置 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

生体遮蔽装置（補助遮蔽） 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

放射性廃棄物の廃

棄施設 
固体廃棄物貯蔵庫 

Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

原子炉格納施設 

原子炉格納施設基礎 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

外部遮蔽建屋 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

原子炉格納容器（鉄筋コンクリート） 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 
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（２）規則第１６条の表第２号の工事の工程に係る使用前検査 

【蒸気タービン】 

 

立会区分 

備考 
一般事項 

材料 寸法 外観 
組立･

据付 
仕様 基礎 

水圧 

試験 

蒸気タ

ービン 

蒸気タービン本体 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ 
[記号説明] 

Ａ:立会検査※  

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数

を記録確認によ

っても差し支え

ないもの。 

 

※:Ａであっても個

数が多く、かつ、

定型化されている

もの（同一仕様で

あって同一ライン

で製造されたも

の）は抜取立会検

査にできるものと

する。 

蒸気タービンの管 － － － Ｂ Ａ/Ｂ － － 

調速装置で制御される主

要弁 
－ － Ｂ － － Ａ － 

復水器 Ａ/Ｂ － － Ｂ － Ａ/Ｂ Ｂ 

湿分分離器／湿分分離加

熱器 
Ａ/Ｂ － Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ 

蒸気タービンに附属する

管 
－ － － Ｂ Ａ/Ｂ － － 

その他の機器 Ａ/Ｂ － － － － － － 

 

【補助ボイラー】 

 

立会区分 

備考 
一般 

事項 
材料 寸法 外観 

組立･

据付 

耐圧･ 

漏えい 
仕様 

補助ボイラー 

補助ボイラー本体 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ 
[記号説明] 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を

記録確認によっても

差し支えないもの。 

 

補助ボイラー節炭器 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ 

安全弁 － － － Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ 
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（３）規則第１６条の表第３号、第４号及び第５号の工事の工程に係る使用前検査 

【設計基準対象施設】 

検査対象設備 

（又は検査名） 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

主蒸気系主蒸気逃がし

安全弁 

１．工場における作動検査及び漏えい検査 三 Ａ/Ｂ [記号説明] 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

 

 

２．発電所における作動検査及び漏えい検査 三 Ａ 

３．系統機能検査   

（１）自動減圧系検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）逃がし弁機能検査 三 Ａ/Ｂ 

主蒸気系主蒸気隔離弁 

１．空気による格納容器内側主蒸気隔離弁 

（１）弁座の漏えい率検査 

 

三 

 

Ａ 

２．空気による格納容器外側主蒸気隔離弁 

（１）弁座の漏えい率検査 

 

三 

 

Ａ 

３．系統機能検査   

（１）自動隔離検査   

  ａ.論理回路検査 三 Ａ/Ｂ 

  ｂ.隔離弁閉検査 三 Ａ 

残留熱除去系 

１．系統機能検査   

（１）低圧注水系自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）格納容器スプレイ冷却系手動起動検査   

  ａ.サプレッションチェンバスプレイ検査 三 Ａ 

  ｂ.ドライウェルスプレイノズル空気検査 三 Ａ 

２．系統運転性能検査   

（１）残留熱除去系ポンプ運転性能検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）ポンプ運転性能検査 三 Ｂ 

残留熱除去系 

（ＡＢＷＲ） 

１．系統機能検査   

（１）低圧注水系自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）格納容器スプレイ冷却系手動起動検査   

  ａ.サプレッションチェンバスプレイ検査 三 Ａ 

  ｂ.ドライウェルスプレイノズル空気検査 三 Ａ 

２．系統運転性能検査   

（１）残留熱除去系ポンプ運転性能検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）機器運転性能検査 三 Ｂ 

高圧炉心スプレイ系 

１．系統機能検査   

（１）自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）高圧炉心スプレイ系ポンプ吸込弁切替検査 三 Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）高圧炉心スプレイ系ポンプ運転性能検査 三 Ａ 

低圧炉心スプレイ系 

１．系統機能検査   

（１）自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）低圧炉心スプレイ系ポンプ運転性能検査 三 Ａ 
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検査対象設備 

（又は検査名） 
検査項目 工程 

立会

区分 
備考 

高圧炉心注水系 

（ＡＢＷＲ） 

１．系統機能検査   Ａ：立会検査 

Ｂ：記録確認検査 

Ａ/Ｂ：抜取立会検査 

 

 

（１）自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）高圧炉心注水系ポンプ吸込弁切替検査 三 Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）高圧炉心注水系ポンプ運転性能検査 三 Ａ/Ｂ 

原子炉隔離時冷却系 

（ＡＢＷＲ） 

１．系統機能検査   

（１）自動起動回路検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）原子炉注水検査 三 Ａ 

（３）原子炉隔離時冷却系ポンプ吸込弁切替検査 三 Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）所内蒸気圧力約１．０ＭＰａにおける原子炉

隔離時冷却系ポンプ運転性能検査 
三 Ｂ 

格納容器内漏えい監

視装置 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

安全保護系及び再循

環流量制御 

１．系統機能検査   

（１）安全保護系作動回路検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）原子炉格納容器隔離弁自動隔離検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）ＲＰＴ信号による再循環ポンプトリップ検査 三 Ａ/Ｂ 

安全保護系及び再循

環流量制御 

（ＡＢＷＲ） 

１．系統機能検査   

（１）安全保護系作動回路検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）原子炉格納容器隔離弁自動隔離検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）ＲＰＴ信号による再循環ポンプトリップ検査 三 Ａ/Ｂ 

制御棒駆動系 

１．系統機能検査   

（１）制御棒位置制御検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）原子炉スクラム検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）制御棒引抜き阻止検査 三 Ａ/Ｂ 

（４）動力源喪失検査 三 Ａ/Ｂ 

（５）安定性選択制御棒挿入機能検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）機器運転性能検査 三 Ｂ 

制御棒駆動系 

（ＡＢＷＲ） 

１．系統機能検査   

（１）制御棒位置制御検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）原子炉スクラム検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）制御棒引抜き阻止検査 三 Ａ/Ｂ 

（４）動力源喪失検査 三 Ａ/Ｂ 

（５）安定性選択制御棒挿入機能検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）機器運転性能検査 三 Ｂ 

ほう酸水注入系 

１．系統機能検査   

（１）原子炉注入検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）注入ポンプ運転性能検査 三 Ｂ 

３．ほう酸重量確認検査 三 Ｂ 

核計測装置 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）計測範囲確認検査 三 Ｂ 
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検査対象設備 

（又は検査名） 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

一次冷却材、原子炉格

納容器及び制御棒駆動

系計測装置 

１．系統機能検査   Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

 

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）計測範囲確認検査 三 Ｂ 

燃料取扱装置 

１．系統機能検査   

（１）動力源喪失検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）容量確認検査 三 Ａ/Ｂ 

燃料プール冷却浄化系 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）機器運転性能検査 三 Ｂ 

プロセス放射線モニタ

リング設備 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）校正検査 三 Ｂ 

エリア放射線モニタリ

ング設備 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）校正検査 三 Ｂ 

周辺モニタリング設備

及び移動式モニタリン

グ設備 

１．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）校正検査 三 Ｂ 

（２）流量検査 三 Ｂ 

非常用ガス処理系 

１．系統機能検査   

（１）自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）高性能粒子フィルタ性能検査   

  ａ．単体能力検査 三 Ｂ 

  ｂ．総合能力検査 三 Ａ 

（２）チャコールエアフィルタ性能検査   

  ａ．放射性よう化メチル放射性よう素

除去検査 
三 Ａ/Ｂ 

  ｂ．総合能力検査 三 Ａ 

中央制御室換気空調系 

１．系統機能検査   

（１）非常運転切替検査 三 Ａ 

２．性能検査   

（１）チャコールエアフィルタ性能検査   

  ａ．放射性よう化メチル放射性よう素

除去検査 
三 Ａ/Ｂ 

  ｂ．総合能力検査 三 Ａ 
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検査対象設備 

（又は検査名） 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

気体廃棄物処理系 

１．系統機能検査   Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

 

（１）排ガス系隔離検査 三 Ａ 

（２）活性炭式希ガスホールドアップ塔機能検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）気体廃棄物処理装置運転性能検査 三 Ｂ 

液体廃棄物処理系 

１．系統機能検査   

（１）ポンプ自動起動検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）タンク流入弁自動切替検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）タンク（槽）受入自動停止検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）液体廃棄物処理装置運転性能検査 三 Ｂ 

（２）ポンプ運転性能検査 三 Ｂ 

固体廃棄物処理系 

１．系統機能検査   

（１）タンク（槽）受入自動停止検査 三 Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査   

（１）固体廃棄物処理装置運転性検査 三 Ｂ 

漏えい検出装置 

１．系統機能検査   

（１）ドレンサンプピット及びドレンサンプピッ

ト漏えい警報検査 
三 Ａ/Ｂ 

原子炉格納容器 

（漏えい率検査） 
１．原子炉格納容器漏えい率検査 三 Ａ 

原子炉建屋原子炉棟

（漏えい率検査） 
１．原子炉建屋原子炉棟漏えい率検査 三 Ａ 

可燃性ガス濃度制御系 

１．系統機能検査   

（１）高温動作検査 三 Ａ/Ｂ 

２．性能検査   

（１）再結合器性能検査 三 Ｂ 

真空破壊装置 
１．系統機能検査   

（１）真空破壊装置動作検査 三 Ａ 

非常用予備発電装置 

１．外観検査 三 Ａ 

２．絶縁耐力検査 三 Ａ/Ｂ 

３．系統機能検査   

（１）警報検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）自動遮断検査 三 Ａ/Ｂ 

（３）過速度トリップ検査 三 Ａ/Ｂ 

（４）自動負荷投入検査 三 Ａ/Ｂ 

４．系統運転性能検査   

（１）ディーゼル発電機運転性能検査 三 Ａ/Ｂ 

（２）ポンプ運転性能検査 三 Ｂ 
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検査対象設備 

（又は検査名） 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

蓄電池 
１．外観検査 三 Ａ Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１:工事計画記載項

目(基本設計方針

除く)のうち総合

設備検査以外の

検査項目で確認

されていない項

目を対象とする。 

※２:クラス1機器を

対象とする。 

２．系統運転性能検査 三 Ｂ 

計装用無停電交流 

電源装置 

１．外観検査 三 Ａ 

２．警報保護装置検査 三 Ａ/Ｂ 

３．系統運転性能検査 三 Ｂ 

中央制御室外原子炉停止

装置 

１．機能・性能検査   

（１）操作スイッチ健全性確認検査 三 Ｂ 

（２）手動操作器健全性確認検査 三 Ｂ 

総合設備検査※１ １．適合性確認検査記録等の確認検査 三 Ｂ 

原子炉冷却材の循環設備 
１．系統機能検査 

バウンダリ構成確認検査※２ 
四 Ａ/Ｂ 

燃料装荷検査 １．全燃料装荷後の炉内配置確認検査 四 Ａ 

停止余裕検査 １．全燃料装荷時の停止余裕確認検査 四 Ａ 

制御棒駆動系検査 
１．原子炉圧力大気圧における制御棒連続駆動検

査 
四 Ｂ 

制御棒駆動系検査 

（ＡＢＷＲ） 

１．原子炉圧力大気圧における制御棒連続駆動検

査 
四 Ｂ 

初臨界確認検査 １．初臨界時の実効増倍率測定検査 四 Ａ 

減速材温度係数測定検査 
１．炉水温度５０℃付近における減速材温度係数

測定検査 
四 Ｂ 

制御棒駆動系検査 

１．原子炉圧力約６.９ＭＰａにおける制御棒連

続駆動検査 
五 Ａ/Ｂ 

２．原子炉圧力約６.９ＭＰａにおけるシングル

ロッドスクラム検査 
五 Ａ/Ｂ 

制御棒駆動系検査 

（ＡＢＷＲ） 

１．原子炉圧力約７.１ＭＰａにおける制御棒連

続駆動検査 
五 Ａ/Ｂ 

２．原子炉圧力約７.１ＭＰａにおけるシング

ル・ペアロッドスクラム検査 
五 Ａ/Ｂ 

原子炉隔離時冷却系検査 

１．原子炉停止中における自動起動検査 五 Ｂ 

２．原子炉圧力約１.０ＭＰａにおける系統運転

性能検査 
五 Ｂ 

３．原子炉圧力約６.９ＭＰａにおける系統運転

性能検査 
五 Ａ 

原子炉隔離時冷却系検査

（ＡＢＷＲ） 

１．原子炉圧力約７.１ＭＰａにおける系統運転

性能検査 
五 Ａ 

系統運転性能検査 

１．定格電気出力又は定格熱出力付近における

原子炉冷却材再循環系運転性能検査 
五 Ａ/Ｂ 

２．２０％電気出力における原子炉冷却材浄化

系運転性能検査 
五 Ａ/Ｂ 

３．２０％電気出力及び定格電気出力又は定格

熱出力における復水給水系運性能検査 
五 Ａ/Ｂ 

制御棒に対する中性子束

応答検査 

１．５５％炉心流量における制御棒に対する中性

子束応答検査 
五 Ａ 

２．定格電気出力又は定格熱出力における制御棒

に対する中性子束応答検査 
五 Ｂ 

 

 

 



22 

 

検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

圧力制御検査 

１．５５％炉心流量における主蒸気圧力設定

点変更検査 
五 Ａ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 
 ２．定格電気出力又は定格熱出力における主

蒸気圧力設定点変更検査 
五 Ｂ 

給水系検査 

１．５５％炉心流量における原子炉水位設定

点変更検査 
五 Ａ 

２．定格電気出力又は定格熱出力における原

子炉水位設定点変更検査 
五 Ｂ 

３．５５％炉心流量における原子炉給水ポン

プ予備機自動起動検査 
五 Ａ/Ｂ 

再循環流量制御検査 

１．５５％炉心流量における原子炉再循環ポ

ンプ速度設定点変更検査 
五 Ａ 

２．定格電気出力又は定格熱出力における原

子炉再循環ポンプ速度設定点変更検査 
五 Ｂ 

再循環ポンプトリップ

検査 

１．定格電気出力又は定格熱出力における再

循環ポンプ１台トリップ検査 
五 Ａ 

再循環ポンプトリップ

検査（ＡＢＷＲ） 

１．定格電気出力又は定格熱出力における原

子炉冷却材再循環ポンプ３台トリップ検査 
五 Ａ 

外部電源喪失検査 
１．２０％電気出力における外部電源喪失検

査 
五 Ａ 

発電機負荷遮断検査

（１００％タービンバ

イパスプラント） 

１．直結母線を直結変圧器から受電している

状態での検査 
  

（１）２０％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（２）５０％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（３）７５％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（４）定格電気出力又は定格熱出力における

発電機負荷遮断検査 
五 Ｂ 

２．直結母線を起動変圧器から受電している

状態での検査 
  

（１）定格電気出力又は定格熱出力における

発電機負荷遮断検査 
五 Ａ 

発電機負荷遮断検査

（部分容量タービンバ

イパスプラント） 

１．発電機負荷遮断検査   

（１）２０％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（２）５０％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（３）７５％電気出力における発電機負荷遮

断検査 
五 Ｂ 

（４）定格電気出力又は定格熱出力における

発電機負荷遮断検査 
五 Ａ 

プラントトリップ検査 
１．５０％電気出力におけるプラントトリッ

プ検査 
五 Ａ 

主蒸気隔離弁全閉検査 
１．定格電気出力又は定格熱出力における主

蒸気隔離弁全閉検査 
五 Ａ 
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検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

負荷検査（その１） 

１．定格電気出力又は定格熱出力における原子

炉関係検査 
五 Ａ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 
２．定格電気出力又は定格熱出力における蒸気

タービン関係検査 
五 Ａ 

負荷検査（その２） 
１．定格電気出力又は定格熱出力における放射

線関係検査 
五 Ａ 

使用済燃料貯蔵設備 

１．機能検査   

（１）吊上げ荷重検査 五 Ｂ 

（２）伝熱検査 五 Ｂ 

（３）気密漏えい検査 五 Ａ/Ｂ 

（４）未臨界検査 五 Ａ/Ｂ 

（５）模擬燃料集合体挿入検査 五 Ａ/Ｂ 

（６）外観検査 五 Ａ 

タービン保安装置検査 

（停止中） 

１．タービン保安装置検査（停止中）   

（１）油ポンプ自動起動検査 五 Ａ/Ｂ 

（２）タービントリップインターロック検査 五 Ａ/Ｂ 

タービン保安装置検査 

（無負荷運転中） 

１．タービン保安装置検査（無負荷運転中）   

（１）調速装置作動範囲検査 五 Ａ 

（２）非常調速装置検査 五 Ａ 

（３）モータサクション油ポンプ自動起動検査 五 Ａ 

補助ボイラー 

１．警報・インターロック検査 五 Ａ/Ｂ 

２．安全弁作動検査 五 Ａ/Ｂ 

３．環境関係測定検査 五 Ａ/Ｂ 

４．連続負荷検査 五 Ａ 
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【重大事故等対処施設】 

 

検査対象施設 検査項目 工程 立会区分 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設､原子

炉冷却系統施設、計測制御系統施設、放射

性廃棄物の廃棄施設、放射線管理施設、原

子炉格納施設、非常用電源設備、常用電源

設備、火災防護設備浸水防護施設、補機駆

動用燃料設備（非常用電源設備及び補助ボ

イラーに係るものを除く。）、非常用取水

設備、敷地内土木構造物及び緊急時対策所 

機能・性能検査 

・系統機能検査 

・系統運転性能検査 

・適合性確認検査記録の確認検査 

 

 

三 

四 

五 

立会又は記録確認に

よる検査(可搬型であ

って、複数の敷設ルー

トが設定される場合

は、１ルート以上の立

会とする。) 
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２．加圧水型発電用原子炉（ＰＷＲ） 

（１）規則第１６条の表第１号の工事の工程に係る使用前検査 

【機器、構造物及び支持構造物】 

 

立会区分 

備考 
材料 寸法 

外観､

組立･ 

据付 

耐圧･ 

漏えい 

容器 

圧力容器 

熱交換器 

開放タンク 

サンプ 

クラス１容器 
原子炉圧力容器 

（原子炉容器等） 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査※ 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数

を記録確認によ

っても差し支え

ないもの。 

 

※:Ａであっても個

数が多く、かつ、

定型化されている

もの(同一仕様で

あって同一ライン

で製造されたも

の)は抜取立会検

査でよいものとす

る。 

また、Ａであって

も高線量等の検査

作業条件により抜

取立会検査とでき

るものとする。 

 

[注] 

①溶接部の技術基準

適合確認が行われ

ている場合はＡ/

Ｂとする。 

②原子炉格納容器本

体のうち鉄筋コン

クリートに関する

検査区分は添付－

１の２．(１)【建

物､構築物】によ

る。 

③同一機器で通常ク

ラス区分と重大事

故クラス区分が異

なる場合、重要度

区分が高い方の検

査区分とする。 

 

クラス２容器/

重大事故等クラ

ス１･２容器③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス３容器 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラスＭＣ容器 

原子炉格納容器本体

② 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

上記以外のクラスＭ

Ｃ容器（貫通部ベロ

ーズ） 

Ｂ Ｂ 
Ａ 

① 

Ａ 

① 

配管 

クラス１管 すべて Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

クラス２管/重

大事故等クラス

１･２管③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス３管 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

クラス４管 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

共通 
原子炉格納容器貫通

部配管 
Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

ポンプ 

クラス１ポンプ 
冷却材再循環ポンプ 

（１次冷却材ポンプ） 
Ｂ － Ａ Ａ 

クラス２ポンプ

/重大事故等ク

ラス１･２ポン

プ③ 

すべて Ｂ － Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

上記以外のポン

プ 
すべて Ｂ － Ａ/Ｂ － 
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立会区分 

備考 
材料 寸法 

外観､

組立･ 

据付 

耐圧･

漏えい 

弁 

クラス１弁 すべて Ｂ Ｂ Ａ Ａ [記号説明] 

Ａ:立会検査※ 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を

記録確認によっても

差し支えないもの。 

 

※:Ａであっても個数が

多く、かつ、定型化さ

れているもの(同一仕

様であって同一ライン

で製造されたもの)は

抜取立会検査でよいも

のとする。 

また、Ａであっても高

線量等の検査作業条件

により抜取立会検査と

できるものとする。 

 

[注] 

③同一機器で通常クラス

区分と重大事故クラス

区分が異なる場合、重

要度区分が高い方の検

査区分とする。 

④主蒸気安全弁、加圧器

安全弁及び真空逃が

し弁については表の

第３号の工事の工程

に係る使用前検査と

して動作検査及び漏

えい検査を実施する。 

 

[重要施設の定義] 

重要施設は、次に掲げ

るものをいう。 

（１）その設備の破損が

冷却材喪失事故（ＬＯ

ＣＡ）を引き起こす可

能性のあるもの。 

（２）冷却材喪失事故（Ｌ

ＯＣＡ）が生じた際の

放射性物質の放散を防

ぎ、又は緩和するため

に必要なもの。 

（３）原子炉を停止させ、

又は原子炉を安全停止

状態に維持するために

必要なもの。 

クラス２弁/重大事故等

クラス１･２弁③ 
すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

上記以外の弁 すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ － 

支
持
構
造
物 

クラス１支持構造物 すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

クラス２支持構造物/重

大事故等クラス１･２支

持構造物③ 

すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

クラスＭＣ支持構造物 すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ － 

炉心支持構造物 すべて Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

安
全
弁
・
逃
が
し
弁 

安全弁等 

クラス１機器用安全弁等 Ｂ Ａ Ａ 

－ 

④ 

クラス２機器用安全弁等/

重大事故等クラス１・２機

器用安全弁③ 

Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

その他安全弁等 Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ 

機
器
又
は
構
造
物 

重要施設の機器 

圧力容器内部構造物 Ｂ Ａ Ａ － 

圧力容器付属構造物 Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

制御棒、制御棒駆動機構 Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

上記以外の機器又は構造物 Ｂ Ａ/Ｂ Ａ － 

重要施設以外の機器 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

核燃料物質の取扱施設

及び貯蔵施設 

燃料取扱装置 Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

使用済燃料貯蔵プール 

（ピット） 
Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ａ 

上記以外の設備 Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 

放射線モニタ すべて － － Ａ/Ｂ － 

堰その他の設備 すべて Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ － 
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【建物、構築物】 

 

立会区分 

備考 
材料 

寸法､外観､

組立･据付 

核燃料物質の取扱施設及

び貯蔵施設 
使用済燃料乾式貯蔵建屋 

Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を記録

確認によっても差し支

えないもの。 

 

[注] 

①フレッシュコンクリート

の性状とコンクリート圧

縮強度検査はＡ/Ｂとす

る。 

 

放射線管理施設 

生体遮蔽装置 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

生体遮蔽装置（補助遮蔽） 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

放射性廃棄物の廃棄施設 固体廃棄物貯蔵庫 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

原子炉格納施設 

原子炉格納施設基礎 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

外部遮蔽建屋 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

原子炉格納容器（鉄筋コンクリ

ート） 

Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 

アニュラス区画構造物 
Ｂ 

① 
Ａ/Ｂ 
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（２）規則第１６条の表第２号の工事の工程に係る使用前検査 

【蒸気タービン】 

 

立会区分 

備考 
一般事項 

材料 寸法 外観 
組立･

据付 
仕様 基礎 

水圧 

試験 

蒸
気
タ
ー
ビ
ン 

蒸気タービン本体 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ Ｂ 
[記号説明] 

Ａ:立会検査※ 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

（ただし、その全数を

記録確認によっても差

し支えないもの。） 

 

※:Ａであっても個数が多

く、かつ、定型化されて

いるもの（同一仕様であ

って同一ラインで製造

されたもの）は抜取立会

検査にできるものとす

る。 

蒸気タービンの管 － － － Ｂ Ａ/Ｂ － － 

調速装置で制御される

主要弁 
－ － Ｂ － － Ａ － 

復水器 Ａ/Ｂ － － Ｂ － Ａ/Ｂ Ｂ 

湿分分離器／湿分分離

加熱器 
Ａ/Ｂ － Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ｂ 

蒸気タービンに附属す

る管 
－ － － Ｂ Ａ/Ｂ － － 

その他の機器 Ａ/Ｂ － － － － － － 

 
【補助ボイラー】 

 

立会区分 

備考 
一般 

事項 材料 寸法 外観 
組立･

据付 

耐圧･

漏えい 
仕様 

補
助
ボ
イ
ラ
ー 

補助ボイラー本体 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ/Ｂ Ａ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

ただし、その全数を記録確

認によっても差し支えない

もの。 

 

補助ボイラー節炭器 Ａ/Ｂ Ｂ Ｂ Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ 

安全弁 － － － Ａ/Ｂ Ａ/Ｂ Ａ 
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（３）規則第１６条の表第３号、４号及び第５号の工事の工程に係る使用前検査 

【設計基準対象施設】 

検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

加圧器安全弁 

１．工場における作動検査及び漏えい検査 

（１）窒素ガスによる漏えい検査 

（２）蒸気による作動及び漏えい検査 

 

三 

三 

 

Ｂ 

Ａ/Ｂ 

[記号説明] 

Ａ：立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

 ２．発電所における作動検査及び漏えい検査 

（１）窒素ガスによる作動及び漏えい検査 

 

三 

 

Ａ 

加圧器圧力・水位制御系 

１．系統機能検査 

（１）加圧器圧力制御検査 

  ａ．警報インターロック検査 

  ｂ．圧力制御検査 

（２）加圧器水位制御検査 

  ａ．警報インターロック検査 

  ｂ．水位制御検査 

 

 

三 

三 

 

三 

三 

 

 

Ａ 

Ａ 

 

Ａ 

Ａ 

化学体積制御系 

１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査 

（２）体積制御タンク水位制御検査 

 

三 

三 

 

Ａ 

Ａ 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

安全注入系 

１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査 

（２）高圧注入モード検査 

（３）低圧注入モード検査 

（４）再循環モード検査 

（５）蓄圧タンク放水検査 

 

三 

三 

三 

三 

三 

 

Ａ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

余熱除去系 

１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査（その１） 

（２）警報インターロック検査（その２） 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

原子炉補機冷却水及び

海水系 

１．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

主蒸気安全弁 

１．工場における作動検査及び漏えい検査 

（１）窒素ガスによる漏えい検査 

（２）油圧ジャッキによる作動検査 

（３）蒸気による作動及び漏えい検査 

 

三 

三 

三 

 

Ｂ 

Ｂ 

Ａ/Ｂ 

２．発電所における作動検査及び漏えい検査 

（１）窒素ガスによる漏えい検査 

（２）油圧ジャッキによる作動検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 
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検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

安全保護系 

１．系統機能検査 

（１）原子炉保護設備ロジック回路動作検査 

（２）工学的安全施設作動設備ロジック回路動作検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

２．検出要素設定値確認検査 

（１）原子炉保護回路設定値確認検査 

（２）工学的安全施設作動回路設定値確認検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

核計測装置 

１．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

２．性能検査 

（１）計測範囲確認検査 

 

三 

 

Ｂ 

原子炉補給水系 

１．系統機能検査 

（１）希釈制御検査 

（２）急速希釈制御検査 

（３）濃縮制御検査 

（４）自動補給制御検査 

（５）手動補給制御検査 

 

三 

三 

三 

三 

三 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

燃料取扱装置 

１．系統機能検査 

（１）動力源喪失検査 

（２）過荷重検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ 

２．系統運転性能検査 

（１）容量確認検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

使用済燃料ピット

水浄化冷却系 

１．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

２．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ｂ 

エリアモニタリン

グ設備 

１．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

２．性能検査 

（１）校正検査 

 

三 

 

Ｂ 

プロセスモニタリ

ング設備 

１．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

２．性能検査 

（１）校正検査 

 

三 

 

Ｂ 

周辺モニタリング

設備及び移動式モ

ニタリング設備 

１．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

２．性能検査 

（１）校正検査 

 

三 

 

Ｂ 
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検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

換気空調設備 

１．系統機能検査 

（１）インターロック検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 
２．系統運転性能検査 

（１）アニュラス負圧検査 

（２）ファン運転性能検査 

３．性能検査 

（１）工場におけるよう素フィルタ性能検査 

（２）発電所におけるよう素フィルタ性能検査 

（３）微粒子フィルタ性能検査 

 

三 

三 

 

三 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ｂ 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ｂ 

液体廃棄物処理系 

１．系統機能検査 

（１）タンク流入弁自動切替検査 

（２）ポンプ自動起動検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）液体廃棄物処理装置運転性能検査 

（２）ポンプ運転性能検査 

 

三 

三 

 

Ｂ 

Ｂ 

気体廃棄物処理系 

１．系統機能検査 

（１）タンク流入弁自動切替検査 

（２）活性炭式希ガスホールドアップ装置機能検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）気体廃棄物処理装置運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

固体廃棄物処理系 

１．系統機能検査 

（１）タンク受入自動停止検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）固体廃棄物処理装置運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

漏えい検出装置 
１．系統機能検査 

（１）警報検査 

 

三 

 

Ａ/Ｂ 

格納容器スプレイ系 

１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査 

 

三 

 

Ａ 

２．系統運転性能検査 

（１）格納容器スプレイノズル検査 

（２）ポンプ運転性能検査 

 

三 

三 

 

Ａ 

Ａ/Ｂ 

格納容器隔離弁 
１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査 

 

三 

 

Ａ 

真空逃がし装置 

１．工場における作動検査及び漏えい検査 

（１）作動及び流量測定検査 

（２）漏えい検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ｂ 

２．発電所における作動検査及び漏えい検査 

（２）作動検査 

（３）漏えい検査 

 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

原子炉格納容器 １．漏えい率検査 三 Ａ 
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検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

主給水系 

１．系統機能検査 

（１）警報インターロック検査 

 

三 
 

Ａ/Ｂ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１:工事計画記

載項目(基本設

計方針除く)の

うち総合設備検

査以外の検査項

目で確認されて

いない項目を対

象とする。 

※２:クラス 1機器

を対象とする。 

 

 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

補助給水系 

１．系統機能検査 

（１）インターロック検査 

 

三 
 

Ａ/Ｂ 

２．系統運転性能検査 

（１）ポンプ運転性能検査 

 

三 

 

Ｂ 

蓄電池（非常用） 
１．外観検査 三 Ａ 

２．系統運転性能検査 三 Ｂ 

計装用インバータ 

１．外観検査 三 Ａ 

２．警報保護装置検査 三 Ａ/Ｂ 

３．系統運転性能検査 三 Ｂ 

非常用予備発電装置 

１．外観検査 三 Ａ 

２．絶縁耐力検査 三 Ａ/Ｂ 

３．系統機能検査 

（１）警報検査 

（２）インターロック検査 

（３）自動負荷検査 

 

三 

三 

三 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ 

４．系統運転性能検査 

（１）ディーゼル発電機運転性能検査 

 

三 
 

Ａ/Ｂ 

中央制御室外原子炉停

止装置 

１．機能・性能検査 

（１）操作スイッチ健全性確認検査 

（２）手動操作器健全性確認検査 

 

三 

三 

 

Ｂ 

Ｂ 

総合設備検査※１ １．適合性確認記録等の確認検査 三 Ｂ 

一次冷却材の循環設備 
１．系統機能検査 

（１）バウンダリ構成確認検査※２ 
四 Ａ/Ｂ 

燃料装荷検査 

１．全燃料装荷後の炉内配置確認検査（燃料集合体、

中性子源及びシンブルプラグアセンブリ） 
四 Ａ 

２．全燃料装荷後の炉内配置確認検査（制御棒クラス

タ、バーナブルポイズン） 
四 Ｂ 

制御棒駆動装置検査 

１．高温停止状態における制御棒クラスタ落下時間測

定検査 
四 Ａ 

２．高温停止状態における制御棒クラスタ操作検査 

（１）バンク単独操作検査 

（２）バンクオーバーラップ操作検査 

 

四 

四 

 

Ｂ 

Ｂ 

加圧器スプレイ検査 

１.高温停止状態における加圧器連続スプレイ確認検

査 
四 Ｂ 

２.高温停止状態における加圧器スプレイ性能確認検

査 
四 Ｂ 

３.高温停止状態における加圧器ヒータ性能確認検査 
四 Ｂ 

制御棒クラスタ操作

範囲監視検査 

１.高温停止状態における警報装置 
四 Ｂ 
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検査対象設備 

(又は検査名) 
検査項目 工程 

立会 

区分 
備考 

総合インターロック

検査 

１.低温停止状態における原子炉トリップによるタービ

ン、発電機トリップ検査 
四 Ａ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 ２.低温停止状態におけるタービントリップによる原子

炉、発電機トリップ検査 
四 Ａ 

３.低温停止状態における発電機トリップによる原子

炉、タービントリップ検査 
四 Ａ 

減速材温度係数測定

検査 

１.高温零出力状態における減速材温度係数測定検査 
四 Ａ 

停止余裕検査  
１.高温零出力状態における原子炉停止余裕検査 四 Ａ 

２.高温零出力状態におけるほう酸貯蔵量確認検査 四 Ａ 

臨界ボロン濃度測定

検査 

１.高温零出力状態における臨界ボロン濃度測定検査 
四 Ａ/Ｂ 

負荷変動検査 １.定格電気出力における５０％負荷減少検査 五 Ａ 

プラントトリップ検

査 

１.５０％電気出力におけるプラントトリップ検査 
五 Ａ 

外部電源喪失検査 １.３０％電気出力における外部電源喪失検査 五 Ａ 

発電機負荷遮断検査 

１.３０％電気出力における発電機負荷遮断検査 五 Ｂ 

２.５０％電気出力における発電機負荷遮断検査 五 Ｂ 

３.７５％電気出力における発電機負荷遮断検査 五 Ｂ 

４.定格電気出力における発電機負荷遮断検査 五 Ａ 

タービン保安装置検

査（停止中） 

１.タービン保安装置検査（停止中） 

（１）油ポンプ自動起動検査 

（２）タービントリップインターロック検査 

 

五 

五 

 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

タービン保安装置検

査（無負荷運転中） 

１.タービン保安装置検査（無負荷運転中） 

（１）調速装置作動範囲検査 

（２）非常調速装置検査 

（３）モータサクション油ポンプ自動起動検査 

 

五 

五 

五 

 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

負荷検査（その１） 

１.定格電気出力又は定格熱出力における原子炉関係検

査 

（１）連続運転検査 

（２）化学及び放射化学検査 

（３）１次冷却材流量測定検査 

（４）出力分布測定検査 

 

五 

五 

五 

五 

 

Ａ 

Ａ 

Ｂ 

Ｂ 

２.定格電気出力又は定格熱出力における蒸気タービン

関係検査 
五 Ａ 

負荷検査（その２） 
１.定格電気出力又は定格熱出力における放射線関係検

査 
五 Ａ 

燃料取扱装置／生体遮

蔽装置 

１．機能検査 

（１）吊上げ荷重検査 

（２）伝熱検査 

（３）気密漏えい検査 

（４）未臨界検査 

（５）模擬燃料集合体挿入検査 

（６）外観検査 

 

五 

五 

五 

五 

五 

五 

 

Ｂ 

Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ 

補助ボイラー 

１．警報・インターロック検査 五 Ａ/Ｂ 

２．安全弁作動検査 五 Ａ/Ｂ 

３．環境関係測定検査（注） 五 Ａ/Ｂ 

４．連続負荷検査 五 Ａ 

（注）電気ボイラーについては、環境関係測定検査は該当なし。 
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【重大事故等対処施設】 

設備名、系統名、検査名 検査項目 工程 
立会 

区分 
備考 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

使用済燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 

系統機能検査 

・警報検査 

・放水検査 

・スプレイ検査 

三 Ａ/Ｂ 

[記号説明] 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

(既設の設備等で、記録

により技術基準への適

合性が確認できる場合

は全数記録確認とする

ことができる。) 

 

 

 

 

 

 

 

※１:クラス 1機器を対

象とする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

系統性能検査 

・運転性能検査 

・計測範囲確認検査 

・容量確認検査 

三 Ａ/Ｂ 

原子炉冷却系統施設 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設

備 

化学体積制御設備 

原子炉補機冷却設備 

蒸気タービンの附属設備 

系統機能検査 

・通水検査 
三 Ａ/Ｂ 

系統性能検査 

・運転性能検査 

・容量確認検査 

三 Ａ/Ｂ 

系統機能検査 

・バウンダリ構成確認検査

※１ 

四 Ａ/Ｂ 

計
測
制
御
系
統
施
設 

制御方式及び制御方法 

工学的安全施設等の作動信号 
設定値確認検査 

・作動回路設定値確認検査 
三 Ａ/Ｂ 

系統機能検査 

・ロジック回路動作検査 

・警報検査 

・機能確認検査 

三 Ａ/Ｂ 

計測装置 性能検査 

・計測範囲確認検査 

三

(四) 
Ａ/Ｂ 

制御用空気設備 系統機能検査 

・系統機能検査 
三 Ａ/Ｂ 

放
射
線 

管
理
施
設 

放射線管理用計測装置 性能検査 

・校正検査 
三 Ａ/Ｂ 

換気設備 系統性能検査 

・運転性能検査 

性能検査 

・フィルタ性能検査 

三 

Ａ/Ｂ 

 

Ａ/Ｂ 

原
子
炉
格
納
施
設 

圧力低減設備その他の安全設備 系統機能検査 

・容量確認検査 

・放水検査 

・通水検査 

三 Ａ/Ｂ 

系統性能検査 

・運転性能検査 
三 Ａ/Ｂ 

圧力低減設備その他の安全設備 

 水素再結合装置 

 電気式水素燃焼装置 

性能検査 

・触媒反応確認検査 

・電気容量確認検査  

・触媒重量確認検査 

三 Ａ/Ｂ 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非常用電源設備 

内燃機関 

ガスタービン 

発電機 

外観検査 三 Ａ/Ｂ 

絶縁耐力検査 三 Ａ/Ｂ 

機能検査 

・警報検査 

・インターロック検査 

三 Ａ/Ｂ 

性能検査 

・運転性能検査 
三 Ａ/Ｂ 

その他の電源装置（非常用） 

無停電電源装置 

蓄電池 

可搬型バッテリ 

外観検査 三 Ａ/Ｂ 

性能検査 

・運転性能検査 三 Ａ/Ｂ 
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設備名、系統名、検査名 検査項目 工程 
立会 

区分 
備考 

そ
の
他
発
電
用
原
子
炉
の
附
属
施
設 

非常用電源設備 

燃料設備 

補機駆動用燃料設備 

 燃料貯蔵設備 

系統性能検査 

・運転性能検査 

・燃料給油検査 

・容量確認検査 

三 Ａ/Ｂ 

Ａ:立会検査 

Ｂ:記録確認検査 

Ａ/Ｂ:抜取立会検査 

（既設の設備等で、記録によ

り技術基準への適合性が

確認できる場合は全数記

録確認とすることができ

る。） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

※１：工事計画記載項目

（基本設計方針除く）

のうち総合設備検査以

外の検査項目で確認さ

れていない項目を対象

とする。 

火災防護設備 

 火災区域（区画）構造物 

浸水防護施設 

 防水区画構造物 

防護壁 

竪坑蓋 

水密扉 

非常用取水設備 

貯留堰 

取水口 

性能検査 

・材料検査 

・寸法検査 

・外観検査 

・組立･据付検査 

・容量確認検査 
三 

 

Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

Ａ/Ｂ 

火災防護設備 

消火設備 

性能検査 

・運転性能検査 

・通水検査 
三 Ａ/Ｂ 

総合設備検査※１ 適合性確認記録の確認検査 三 Ｂ 

負荷検査 

負荷検査 

・連続運転検査 

・一次冷却材流量測定検査 
五 Ａ 
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添付－２ 使用前検査申請書の様式 

 

使用前検査申請書 

 

年  月  日   

 

原子力規制委員会 殿 

 

                      住  所 

 

                      氏  名 （名称及び代表者の氏名） 

 

 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）第４３条の３

の１１第１項の規定により次のとおり使用前検査を受けたいので申請します。 

氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 

 

発電用原子炉施設の設置又は変更の工事

に係る工場又は事業所の名称及び所在地 
 

申請に係る発電用原子炉施設の概要  

法第４３条の３の９第１項若しくは第２

項の認可年月日及び認可番号又は法第４

３条の３の１０第１項の規定による届出

をした年月日 

 

検査を受けようとする工事の工程、期日及

び場所 

 

申請に係る発電用原子炉施設の使用の開

始の予定時期 

 

（手数料 ○○円） 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 
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添付－３ 使用前検査実施要領書の様式 

 

 

○○株式会社 

○○発電所 第○号機 

（工事の工程）に係る 

使用前検査実施要領書 
 

 

 

 

 

 

施  設  名 ：（規則別表第１の「工事の種類」の区分を記載） 

系 統  名 ：（規則別表第１の中欄又は下欄の区分を参考に記載）※ 

（要領書番号を記載） 

 

 

 

 

 

 

平成    年    月 

 

原子力規制委員会 
 
 
 

※ 検査内容により記載が適当でない場合、省略しても良い。 
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改訂履歴 
 
○○電力株式会社 ○○発電所第○号機  
（工事の工程）に係る検査実施要領書 
 
施 設 名  ： ○○○○ 
要領書番号  ： ○○○○ 
 

 

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由 

   

   

   

 



39 

 

Ⅰ 検査目的及び項目 

※工事概要を記載のうえ、検査範囲の発電用原子炉施設の工事が認可又は届出され

た工事計画に従って行われたものであること及び技術基準に適合することを確

認するものであることを記載し、該当する技術基準の条項を記載。 

 

Ⅱ 検査場所 

※検査場所の名称及び住所を記載。 

 

Ⅲ 検査範囲 

１．検査対象施設及び範囲 

※検査範囲に係る工事計画記載事項を記載し、検査範囲図等を添付。 

２．工事計画認可・届出関係 

※検査に係る工事計画の認可申請書・届出書等の年月日及び記番号を記載。 

 

Ⅳ 検査方法 

※検査事項ごとに、検査前確認事項及び検査手順（判定方法含む）等を記載し、検

査時の系統構成及び使用前検査成績書様式（別紙１）等を添付。 

 

Ⅴ. 判定基準 
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別紙１ 

 

 

 

○○株式会社 

○○発電所第○号機 

（工事の工程）に係る 

使用前検査成績書 
 

 

 

 

 

 

施  設  名  ：（規則別表第１の「工事の種類」の区分を記載） 

系 統  名 ：（規則別表第１の中欄又は下欄の区分を参考に記載）※ 

（必要に応じ、要領書番号を記載） 

 

 

 

 

平 成   年   月 
 

 

原子力規制委員会 
 

 

 

 

※ 検査内容により記載が適当でない場合、省略しても良い。 
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使 用 前 検 査 成 績 書 

 

 

１．発 電 所 名 ○○株式会社 ○○発電所第○号機 

 

２．検 査 の 種 類 （工事の工程）に係る使用前検査 

 

 

３．検 査 申 請 使用前検査申請番号 

  （番号） （（申請年月日）） 

 

４．検 査 期 日 自     年  月  日 

 至        年  月  日 

 

５．検 査 場 所  （検査場所名称） 

（検査場所住所） 

 

６．検 査 範 囲     （施設名）（系統名） 

             （検査対象設備） 

                         

  

７．検 査 結 果    検査結果一覧表のとおり 
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検査結果一覧表 

 

検 査 項 目 検査結果 原子力施設検査官 検査立会責任者 

○○検査  

  年  月  日   年  月  日 

 

 

 

 

印  

 

 

 

 

 

印  

 

 

○○主任技術者 

 

 

印 

 

 

 

８．特 記 事 項       

 

９．添 付 資 料       

（１）○○発電所第○号機 使用前検査記録 

（２）検査用計器一覧表 
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添付資料－（１） 

○○発電所第○号機 使用前検査記録 

 

系 統 名    ：○○施設 

検査項目：○○検査 

検査年月日：   年  月  日 

〔検査場所：○○株式会社○○発電所〕 

 

（１）検査前確認事項 

確認事項 確認方法 確認対象 結果 備考 

  
   

  
   

 

（２）検査記録 

項目 判定基準 結果 備考 

○○検査 
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添付資料－（２） 

検査用計器一覧表 

 
検査年月日：  年  月  日 

恒設計器 

測定項目 機器名称 計器番号 測定範囲 精度＊ 
校正年月日 

備考 
校正有効期限 

     

 
 

 
 

     

 
 

 
 

     

 
 

 
 

     

 
 

 
 

＊：原則ループ精度を示す。 

 

仮設計器 

測定項目 機器名称 管理番号 測定範囲 精度＊ 
校正年月日 

備考 
校正有効期限 

 

    

 
 

 
 

    
 

 

 
 

＊：原則ループ精度を示す。 
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添付－４ 検査報告書の様式  

 

年月日  

 

検 査 報 告 書 

 

 

原子力規制委員会 殿  

 

 

原子力施設検査官 ○○ ○○  

環境技官 ○○ ○○  

 

 

私達は命により、○○株式会社から使用前検査申請のあった○○発電所第○号機

（検査対象施設名）に対し、[年号]○年○月○日から○月○日に検査を行いましたの

で、その結果を報告します。 
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（検査において判明した不適合事象等の記載の考え方） 

 

 技術基準適合性に影響を与え得る不適合事象が確認された場合、使用前検査成績書

の所要の欄（以下「所要の欄」という。）に記載することとし、影響を与えない要領

書の誤記、細かな受検者の運用方法については記載しないこととする。 

 技術基準適合性に影響を与え得る不適合事象としては、検査者による記録が技術的

に問題なもの（直接的に影響を与え得る事項）と品質管理等が問題なもの（間接的に

影響を与え得る事項）が考えられる。 

 また、保安上の不適合事象については、速やかに現地事務所の保安検査官に連絡し

て対応を引き継ぐものとし、事実関係の概要と保安検査官への引き継ぎ状況を所要の

欄に記載することとする。同様に、品質管理上の不適合事象についても、必要に応じ、

保安検査等において原因分析及び是正処置等の妥当性確認を行うこととし、不適合事

象の事実関係等を簡潔に所要の欄に記載することとする。 
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添付－５ 使用前検査合格証の様式 

 

 

使 用 前 検 査 合 格 証 

 

                        番号 

 

 

  ○○株式会社 

  （代表者役職名及び氏名） 殿 

 

 [年号]○○年○月○日付け○○○号をもって申請がありました発電用原子炉施設に

ついては、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の１

１第１項の規定に基づき、合格とします。 

 

 

   [年号]  年  月  日 

 

 

 

原子力規制委員会 
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添付－６ 使用承認等の様式 

 

様式１（試験使用承認書） 

 

番 号   

年月日   

 

 ○○株式会社 

  （代表者役職名及び氏名） 殿 

 

原子力規制委員会 

 

○○発電所第○号機の試験使用承認について 

 

[年号]○年○月○日付け○○○号をもって申請がありました上記の件については、

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１７条第１号の規定に基づき、下記

のとおり承認します。 

 

記 

 

１．対象設備 

 原子炉本体 

 

２．使用期間 

自：[年号]○年○月○日以降であって、原子炉を臨界にさせる前に必要なすべて

の検査が終了した時 

至：[年号]○年○月○日付け（番号）をもって認可した（届出があった）発電用

原子炉施設に対する核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第

４３条の３の１１第１項の使用前検査の合格日 

 

３．使用の方法 

  （使用方法記載） 
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様式２（一部使用承認書） 

 

番 号   

年月日   

 

 ○○株式会社 

  （代表者役職名及び氏名） 殿 

 

原子力規制委員会 

 

○○発電所第○号機の一部使用承認について 

 

[年号]○年○月○日付け○○○号をもって申請がありました上記の件については、

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１７条第３号の規定に基づき、下記

のとおり承認します。 

 

記 

 

１．対象設備 

（対象設備名を記載） 

 

２．使用期間 

自：[年号]○年○月○日 

至：[年号]○年○月○日付け（番号）をもって認可した（届出があった）発電用

原子炉施設に対する核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第

４３条の３の１１第１項の使用前検査の合格日 

 

３．使用の方法 

  （使用方法記載） 
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様式３（検査省略に係る指示書） 

 

番 号   

年月日   

 

 ○○株式会社 

  （代表者役職名及び氏名） 殿 

 

原子力規制委員会 

 

○○発電所第○号機の使用前検査の省略について 

 

[年号]○年○月○日付け（番号）をもって認可しました（核原料物質、核燃料物質

及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の１０第１項の規定に基づき届出があ

りました）工事計画に係る発電用原子炉施設については、実用発電用原子炉の設置、

運転等に関する規則第１７条第４号の規定に基づき、下記のとおり指示します。 

 

記 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の１１第１項

の検査を受けないで使用して差し支えない。 

 
 


